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University’s Challenge

国際交流に取り組む大学

「本当の国際人」を育てるため
中国語も全員必修に

　「2016年 4月から、現在の三鷹の医学
部のキャンパス付近に、外国語学部・総合
政策学部・保健学部の学生が学ぶ新しい
キャンパスがオープンします。文系学部・
医療系学部の連携をさらに強めた大学と
して個性を打ち出していきたいと考えてい
ます」と述べるポール・スノードン副学長
は、早稲田大学国際教養学部で4 年間学
部長を務めたこともあり、今春、杏林大学
の副学長に就任した。外国語学部を中心
としたグローバル人材育成を推し進めてい
る。その構想の一つが、外国語学部学生の

「全員留学」だ。「留学は、現在オプション
として用意していますが、今後、外国語学
部の学生に一定期間、一斉に留学してもら
うことを考えています。4 年間の学生生活
の間に留学というより大きな刺激を受ける
ことで、将来の選択肢の幅が大いに広がる
はずです」
　外国語学部は現在、八王子キャンパスに
置かれているが、昨年度、「中国語圏で活
躍するスマートでタフな日中英トライリン
ガル人材の育成」というテーマで文部科学
省の「グローバル人材育成推進事業」に採
択され、日本語・中国語・英語による語学
力・交渉力の強化に努めている。外国語学
部の赤井孝雄学部長は、「これからは世界
の先進国で通用する英語だけでなく、経済
成長著しい中国語圏の言葉を理解できて
こそ、本当の国際人といえます。そこで、英
語学科、中国語学科、観光交流文化学科
の全学科において、英語と中国語を必修と
しています」と語る。
　中国語学科では、中国政府の公認資格
であるHSK5級以上とIELTS 4.5以上、
英語学科・観光交流文化学科ではHSK 2
級以上・IELTS6以上といった目標を定め、
独自の語学教育を進めている。
　中国語については、CIC（＝Chinese 
for International Communication）
という共通プログラムを用意した。基礎か
ら日常会話、留学、ビジネスに使えるレベ
ルまで、約2年で習得できるように設計さ
れている。英語については、以前から実施
されているPEP（ ＝Practical English 
Program）を活用する。生きた言葉を「真
似る」「なれる」「覚える」トレーニングを
重視し、やはり2年間で実践的に使える英
語の習得を目指す。このほか、英語学科で

は全員が3カ月以上英語圏に留学するイ
ンテンシブ・プログラムを実施し、中国語
学科では通訳・翻訳の上級クラスにおいて
中国からの留学生と合同で授業を受ける
などの工夫も行われている。
　また、学内には、ネイティブの教員が常
駐する「中国語サロン」「英語サロン」を
設置。同大に多数在籍している外国人学
生も交え、空き時間に外国語で気軽に交
流できる機会を設けている。このサロン
や食堂、ホールなどには、中国国営放送、
BBC、CNNなど海外のニュースを見るこ
とができるモニターを用意した。普段の
キャンパス生活の中で、日常的に外国語に
触れることができる環境が整えられてい
るのである。さらに、学生が大学でも自宅
でもいつでも学習できるようにと、eラー
ニングの教材も準備されているそうだ。

「交渉力」を磨く
問題解決型の授業を展開

　杏林大学のグローバル教育の特徴は、
「交渉力」を磨くプログラムを設けている点
にもある。「総合政策学部との連携で、国
際関係論、アジア政治論／中国政治外交
論、国際経営論などを学びます。その中に
ケーススタディ演習を取り入れ、利害の対
立するテーマについて、学生同士、日本語
または外国語で議論を行います。１つの教
室に専門の異なる複数の教員が入ることも
あり、本格的な意見交換が行われます」と、
赤井学部長。こういったPBL（問題解決型
学習）がより実践しやすくなるよう、専用の

「アクティブラーニングスタジオ」を開設し
た。可動式ホワイトボード、無線LANが利
用できるプロジェクター、タッチパネル式
の電子黒板など最新の機器を設置し、互い
に顔を合わせて意見が交わせるよう、テー
ブルの配置にも配慮した。この教室で行わ
れるディベートのシミュレーションには、外
国人教員や学内の留学生も参加すること
もあり、インターナショナルな雰囲気の中
で授業が行われている。

海外留学での経験を
外国語でプレゼンテーション

　海外留学については、現在も交換留学・
派遣留学・セメスター留学、また夏休み・
春休みの短期研 修などがあり、毎年約
100人の学生が、何らかのかたちで海外留
学を経験する。「学生の留学への関心は以
前から高かったのですが、グローバル人材

育成推進事業の開始以来、さらに勢いが
増し、留学者数は次第に増加しています」。
海外での協定校は、中国、韓国、台湾、イギ
リス、オーストラリアなど12の国と地域に
おける32大学におよび、外国語学部「全
員留学」の構想もあることから、今後さら
に増やしていく予定だ。
　短期の海外研修については、語学を学
ぶだけでなく、観光交流文化学科の学生
が、シンガポールのホテルや旅行会社で
ホスピタリティを学ぶ、保健学部の学生
が、カナダの病院施設を見学するなど、ユ
ニークな試みも取り入れている。国内で
も、オーストラリア大使館への訪問ツアー
を催し、留学や現地事情についての話を聞
くなどして、学生の意識を高めている。「海
外は一度行ったらそれで終わりというので
はなく、短期の研修に参加したのち本格的
に中・長期の留学に出るというケースが増
えています。それだけ、学生や保護者の意
識も変わってきているようです」と、同大外
国語学部の倉林秀男准教授は説明する。
　海外留学を終えると、その期間や内容に
かかわらず、一人一人の学生が、自分の興
味や関心、体験に基づいて英語または中
国語でプレゼンテーションを行う。留学は
単なる海外生活の体験にとどまらず、プレ
ゼンテーションのテーマを見つけるという
課題ともなっているのである。
　また、卒業研究報告会として、教師や外
国人留学生らの前で英語または中国語で
発表する機会もある。これには海外協定
校の教師や産業界の人材も評価にあたり、
質疑応答も外国語で行われるそうだ。
　将来は企業で海外とのやりとりを必要
とする業務につくほか、外国語教師、通訳、
翻訳者、旅行会社やホスピタリティ産業で

の活躍など、多彩な可能性が開けている。

医療系学部の知識を
文系学部の授業に生かす

　現在は八王子キャンパスで外国語学部、
総合政策学部、保健学部の学生が同時に
学んでいることから、文系学部と医療系の
学部間での連携も盛んだ。「本学部の学生
が医療系の教員から感染症についての講
義を受けたり、救急救命活動の実践的な
トレーニングを受けたりすることができま
す。これは、本格的なトレーニング施設を
持つ本学ならではの利点です」と、倉林准
教授は話す。国際線乗務員出身の外国語
学部の教員を保健学部に招き、看護師に
なるうえで役立つホスピタリティの心構え
などについて聞くこともあるそうだ。
　キャンパス内で中国、韓国、マレーシ
ア、フランス、ニュージーランドなどから来
た120人以上の留学生が学んでいること
も、同大の授業を多様なものにしている要
因の一つに数えられる。日本人学生が中
国語と英語を学ぶ一方で、「日本語と英語
を身につけたい」とやってくる中国人学生
が多く、通訳ブースもある本格的な通訳ト
レーニング施設では、日本人学生と中国人
学生がともにハードなトレーニングを重ね
ているという。「今後、外国語学部の学生
が一斉に留学することになりますが、その
期間、外国人留学生を招き、大学の設備を
有効活用してもらう計画もあります。その
ために、1学期間日本や日本語について学
ぶといった短期のプログラムも設けたいと
考えています」と、赤井外国語学部長は今
後の展望を語る。英語のみならず中国語
で授業ができる講師もそろえている杏林
大学ならではの構想だといえるだろう。

杏林大学

外国語学部の「全員留学」も視野に、
日中英トライリンガル人材を育成

2016年 4月、東京・三鷹に新キャンパスを開くことを決定し、外国
語学部において「日中英トライリンガル人材の育成」を推進している
杏林大学。今後は外国語学部の「全員留学」も予定されている同大
のグローバル化構想について、今年度から新たに就任したポール・ス
ノードン副学長らに伺った。

日本人と留学生が交流できる「英語サロン」は双方にとって刺激的な場だ。

1966 年に杏林学園短期大学を開設、70 年に杏林大学医学部と医学部付属病院
を開く。84 年に現在の総合政策学部となる社会科学部が発足、外国語学部は
88 年に始まった。現在は東京・三鷹と八王子にキャンパスを持つが、2016 年
より八王子キャンパスの全学部が三鷹に移転する。

杏林大学
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英字新聞 The Japan Times 記者が語る
日本の「今」を世界に伝えるための心得

Journalist’s Eye

英字新聞記者の視点

　2020 年の夏季オリンピックとパラリンピッ
クが東京で開催されることが、今年９月に決
定しました。どのような大会になるのか、これ
が日本や東京にとってどのような意味を持つ
ものかといったことを紹介したいと思います。

３兆円の経済効果、15 万人の雇用増

　開催地決定以前から、東京 2020 オリン
ピック・パラリンピック招致委員会は、“Athlete 
First”（選手第一）の大会になることを強調

していました。選手村はウォーターフロントで
ある晴海ふ頭に新たに建設され、1 万 7,000
人の選手・関係者が滞在できるようになりま
す。そして、37 の会場のうち28 施設が、こ
こから８キロ以内に位置するのです。そのうち
22 施設は今回のオリンピックのために新たに
建設され、特に1964 年のオリンピックのメ
イン会場であった新宿区の国立霞ヶ丘競技
場を新国立競技場として建て替えることが決
まっています。新宿、四谷、赤坂といった街

に近い便利な場所に、８万人を収容する、開
閉式ドーム付きのスタジアムが建設されます。
　東京都は、「2020 年オリンピック・パラ
リンピックの経済波及効果は日本全国で約
３兆円、雇用誘発数は約 15 万人」と発表
しています。これは会場建設などオリンピッ
クに直接かかわる事業についての試算で、
道路や鉄道などのインフラ整備や、外国人
観光客の増大などを含めると、さらに大きな
効果があるのでは、と期待されています。

20 代の 97% がオリンピックに好意的

　さらに今回のオリンピックは、日本人の心
理面にも大きな影響があるのではないかとさ
れています。物価の下落、高齢化、震災や
原発事故など、数々の問題を抱えてきた日
本にも、オリンピックのような世界最大のス
ポーツイベントを開催する力があるということ
を、世界に示すチャンスなのです。
　政府の推計によると、2020 年までに、日
本の 65 歳以上の人口は 29.1％を占めるよ
うになります。1964 年の東京オリンピック

開催時は、新幹線の開通、高速道路の整備
などが急速に進められました。今回も、都内
のすべての駅にエレベーター、車いす用の傾
斜路を設けるなど、福祉に配慮した都市とし
ての整備を行う計画があります。
　オリンピックにより、さまざまな産業が活
性化するのではないかという期待もあります。
日本を訪れる外国人旅行者数を増加させる
ための「ビジット・ジャパン・キャンペーン」
を展開する観光庁は、2012 年に年間 836
万人だった外国人旅行者数を、2030 年に
は 3,000 万人超にしたいという目標を立て
ています。オリンピック開催が、この目標達
成に大きく貢献するのではないかと考えられ
ているのです。
　文部科学省の調査によると、20 ～ 29 歳
の世代の 97％が、オリンピックのような国
際的なスポーツイベントを日本で開催する
ことを好意的にとらえているとのことでした。
今回のオリンピックによって日本社会がいい
方向に変わるという期待が、若い世代の間
にも広まっているのかもしれません。

　日本・韓国や北米・ヨーロッパの国々な
どが加盟する OECD（経済協力開発機構）
が、10 月に「国際成人力調査」（PIAAC
＝ Programme for the International 
Assessment of Adult Competencies)
の結果を発表しました。これは、仕事や日
常生活で必要とされるスキルのうち、「読解
力」「数的思考力」「IT を活用した問題解決
能力」について、24 の国と地域で 16 歳以
上 65 歳以下の男女を対象に調査を行った
ものです。ちなみに日本での調査は日本語で
行われ、語学力を試すものではありません。

読解力・数的思考力では日本がトップ

　「読解力」とは、例えば市民マラソンの案

内を載せたウェブサイトを見て、開催者の電
話番号を調べるためのリンクをクリックする、
図書館のウェブサイトの検索結果を見て、著
者名を見つけるといったものです。「数的思
考力」については、自動車の走行距離の記
録から出張費を計算する、組み立てられた
箱といくつかの展開図を見て、該当する展開
図を選ぶといった問題が出されました。この

「読解力」「数的思考力」について、日本は
フィンランド、オランダ、ベルギーといった上
位の国を抑え、24 の国と地域の中でトップ
に立ったのです。「義務教育や企業の人材教
育などに加え、自己啓発や生涯教育の成果
なのではないかと考えています」と、文部科
学省生涯学習政策局政策課の亀岡雄主任

社会教育官は語っています。

IT 問題でランクを下げた原因は？

　これに対し、「IT を活用した問題解決能力」
では、日本はかなり順位が下がり、参加国中
10 位となっています。この分野ではスウェー
デンがトップ、フィンランドが２位です。
　「IT を活用した問題解決能力」の問題は、
メールでパーティーの招待状を送り、戻っ
てきた返事を、出席できる人とできない人
のフォルダに分ける、会議室の予約申し込
みのメールを読んで、会議室予約システム
に登録するといったものです。
　この問題については、コンピューターを
使わず紙と鉛筆を使って答えることも可能
だったのですが、紙と鉛筆で回答した人は、
得点が得られません。日本の場合、紙で調
査を受けた人が 36.8％と、OECD 平均を
大きく上回り、それがランクが低い原因の
一つなのではないかと思われます。実は、
コンピューターを使った人だけの得点で見
ると、参加国中１位なのです。
　また、年齢別に見ると、日本は 25 歳か
ら 59 歳の世代において、「IT を活用した
問題解決能力」の習熟度が OECD 平均を

大きく上回っているのですが、16 歳から
24 歳、そして 60 歳から 65 歳においては、
平均に近い、もしくはほぼ同じといった結
果になっています。こういった世代による差
も、日本の大きな特徴であるといえます。
　この調査は、経済のグローバル化が進み
“知識基盤社会” に移行する中で、各国の国
民のスキルの現状を把握するために行われた
ものです。国際成人力調査の結果と問題例
は文部科学省のウェブサイトで公開されてい
るので、将来海外で活躍することを目標とし
ている人は、ぜひ参考にしてみてください。

日本で起こっていることを外国人に伝えるときは、物事の背景を理解し、そ
れを外国人にわかりやすく説明するスキルが求められる。このコーナーでは、
英字新聞 The Japan Times の記者に登場していただき、記事をより深く理
解し、自ら説明できるようになるためのコツを教えてもらう。今回は、オリンピッ
ク開催によって日本や東京がどう変わるのかということと、OECDが行った「国
際成人力調査」について、亀田雅彰記者に伺った。 2020年五輪開催地決定に伴い、東京都庁都民広場にて開催決定報告会が開かれた kyodo

日本のニュースを英語で発信しよう！

——— Vol. 20 News in October by Masaaki Kameda

■ 2020 年のオリンピックまでに日本はどう変わる？

■日本人はコンピューターが苦手？

●今月の記者●
亀田雅彰さん
MASAAKI KAMEDA
英語学習紙『The Japan Times ST』（旧『 週
刊 ST』）編集部を経て、今年４月からThe Japan 
Times 紙記者に。東京都、文部科学省、および経
済関係の記事を手掛けている。

The 2020 Tokyo Summer Olympics will be a compact games, with 
roughly 75 percent of the sports venues within 8 km of the Olympic 
Village. Like the 1964 Olympics, the 2020 Summer Games are expected 
to have a positive impact not only economically but psychologically as 
well.
2020 年の東京オリンピックは、会場の約 75％が選手村から８キロ以内にある、
コンパクトな大会になるだろう。1964 年のオリンピック同様、2020 年夏の
オリンピックは、経済面のみならず、心理面でもよい効果をもたらすことが期
待されている。

Japanese adults excel at reading comprehension and handling 
mathematical information compared with their overseas counterparts, but 
are less competent when it comes to using technology for problem-solving 
and other tasks, according to a survey by the OECD.
OECDの調査によると、日本の成人は、海外の国に比べ、「読解力」や「数的思考力」
において優れているが、「ITを活用した問題解決能力」においては力が劣っている。

＊参考記事
http://www.japantimes.co.jp/news/2013/10/08/
national/japan-adults-tops-in-reading-math-but-slip-
in-tech-related-tasks-oecd/#.UmIiANJxu4Z

＊参考記事　http://www.japantimes.co.jp/news/2013/09/25/national/tokyo-nation-see-chance-to-rebuild-pride/
http://www.japantimes.co.jp/news/2013/09/13/national/compactness-key-to-olympics-plan/

文部科学省 国際成人力調査
http://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/
data/Others/1287165.htm


